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4 おわりに
（以上，⑵号 完）
3 1940年代以降にみる中小企業の会計規範の特色と問題点
――『中小企業簿記要領』と税法との関連で――
前章では，わが国の中小企業を規制する会計基準などを考察対象として，
これらの会計規範が導出される方法に考察の光をあてながら，わが国の中小
企業会計基準の特色と問題点を明らかにしてきた。本稿では，この考察をす
すめる際に，河﨑照行氏の見解を引用した。河﨑氏は，2つの中小企業の会
計基準を設定する際に，わが国の中小企業の特性を視野に入れることの重要
性を強調されていた。そして，それ故に，ボトムアップ・アプローチを採用
することの重要性が強調されていた。本稿では，さらに上野氏の見解を引用
した。上野氏は，会計理論の統合を図る理論が展開された。
私見によれば，河崎氏も上野氏も，会計基準の設定ないし規範理論の展開
においては，わが国の中小企業の特性を適切に理解すること（上野氏は，こ
のことを「実証理論の方法の支援を受けて」という文言で述べられている）
の重要性を強く認識している。
では，会計基準の設定ないし規範理論の展開において重視されるべき，わ
が国の中小企業（特に，企業会計システムとの関連で）の特性とは一体何で
あろうか。この特性を理解する方法が，コミュニケーション・システムとし
ての企業会計システムであろう。「企業会計システム」は，「会計測定システ
ム」と「会計伝達システム」，そして，「会計基準設定システム」の3つのサ
ブ・システムから構成されている。そこで，本稿は，「企業会計システム」
を一種のコミュニケーション・システムとして理解する2人の研究者の見解
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を手がかりとして考察していきたい。
3．1 コミュニケーション・システムとしての企業会計システム（11）
――杉本典之氏と木戸田力氏の見解を手がかりとして――
ａ．杉本典之氏の企業会計システム
――会計測定システムと会計伝達システムの概観――
本節では，わが国の中小企業（特に，企業会計システムとの関連で）の特
性を理解する際の基本的な視座をうるべく，企業会計を一種のコミュニケー
ション・システムとして理解するため，杉本典之氏および木戸田力氏の見解
を概観していきたい。まずもって，杉本氏の「企業会計システム」を構成す
る基本的なサブ・システムに関する見解について概観していきたい。
コミュニケーションによって形成されている「企業会計システム」は，「会
計測定システム」と「会計伝達システム」という基本的なサブ・システムか
ら成り立つ（図表5参照）。このうち前者の「会計測定システム」とは，「企
業の経済事象（EE）」を，企業の会計担当者などの「資金の流れ」という「思
考内容（T1）」を形成し，さらに「複式の勘定記録ないし決算財務諸表な
ど（AR）（AS）」に記号化するシステムである。すなわち，会計測定システ
図表5 会計測定システムと会計伝達システム
（出所：杉本典之［1991］，46頁より）
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ムとは，企業の会計担当者などの会計測定者が形成する思考内容（T1）を
中心とした要素相互間の諸関係をいうと理解される（杉本［1991］，47頁）。
後者の「会計伝達システム」とは，「財務諸表などの会計報告書（AS）」
を見て，会計情報利用者が「思考内容（T2）」を形成し，投資意思決定な
どの「会計情報利用者の行動（Ｂ）」を行うシステムである。すなわち，会
計伝達システムとは，会計情報利用者が形成する思考内容（T2）を中心と
した要素相互間の諸関係をいうと理解される（杉本［1991］，48頁）。
ｂ．会計基準設定システムの構造と機能
――木戸田力氏の見解を手がかりとして――
次に，企業会計システムを構成するサブ・システムのひとつである「会計
基準設定システム」について，木戸田氏の見解を概観していきたい。「会計
測定システム」を担う「会計測定者」と「会計伝達システム」を担う「会計
情報利用者」は，「会計コード」という共通の決まり事である会計原則や会
計基準などに従う必要がある。
会計的コードとしての会計原則や会計基準は，設定の背景である経済的状
況によって内容が変わる。企業会計をめぐる経済的状況が安定している場合
は，会計測定者や経営者が会計基準設定主体に影響力を与えながら，「新た
な会計原則や会計基準など」を作成する。また，企業会計をめぐる経済的状
況が激動している場合は，会計情報利用者が会計基準設定主体に影響力を与
えながら，新たな会計基準などを作成する（木戸田［2002］，10頁）。
図表6で示すように，会計設定主体のスタッフの認識や判断などの思考に
影響を与える要素としては，会計情報利用者の要請や利害，経営者や出資者
の要請や利害，さらには国などの政策が存在する。これらの影響を受けなが
ら，これまでに行われてきた会計慣習やそれらから抽出され・設定された会
計規範などから，「新たな会計基準」が設定される。『企業会計原則』も会計
測定者の視点にたったものということができる。
しかし，アメリカ会計学会から公表された『基礎的会計理論』（A
Statement of Basic accounting Theory; ASOBAT）によって，会計情報利用
者の意思決定に役立つ情報提供が重視されることになった。これによって，
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会計基準設定主体のスタッ
フの認識・判断などの思考
既存の会計基準
会計情報利用者の要請や利害
経営者や出資者の要請や利害
国家などの政策など
新たな会計基準
1960年代後半に会計測定者の視点から会計情報利用者の視点にたった会計情
報の要請が強くなり，会計の役割が，拡張され，会計基準は報告を中心とす
る会計基準に傾斜した。このため，コードの見直しが必要になった。さらに
FASBの財務会計諸概念に関するステートメントにおいても，ASOBATの
考えが継承され，また，IASBの IFRS にも引き継がれ，財務報告を中心と
する会計情報利用者の要請に会計基準が変化していった。
会計測定者の視点の基礎になっている会計情報が取得原価主義に基づいて
いるが，会計情報利用者の利用目的が異なる場合には，会計情報が取得原価
主義に基づいたものを要求するとは限らない。この会計測定者の視点から会
計情報利用者の視点に伴う会計基準の変更が大企業の会計基準に現れている。
しかし，中小企業の会計基準は，会計情報利用者が限定的であり，会計測定
者の視点によったほうが望ましいと言える。
図表6 会計基準設定システム
（出所：木戸田力［2002］，10頁より）
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ｃ．2重分類的複式（12）の認識・測定方法
――杉本氏の見解を手がかりとして――
最後に，2重分類的複式の認識方法について，杉本［1991］の58‐92頁の
認識・測定方法を手がかりとして考察したい。2重分類的複式による認識・
測定の方法とは，会計測定者が企業の経済事象を「資金の流れ」として彼ら
の脳裏で「資金形態」と「資金源泉」という2つの側面での思考内容を形成
していく方法である。この「資金の流れ」ないし「価値の流れ」の基本的な
形態は，「資金の流入」ないし「資金の流出」という〈一方的な〉流れであ
る。
すなわち，会計測定の対象の基本的な形態として，「資金流入取引」およ
び「資金流出取引」の2つがある。それに対して，会計測定の対象の応用的
な形態として，これらがほぼ同時に生起する「資金形態交替取引」および「資
金源泉交替取引」がある。これらは，「交換取引」といわれる取引である（杉
図表7 資金的2勘定系統説の図解
（出所：杉本典之［1974］，77頁）
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本［1991］76‐77頁）。
杉本［1974］では，会計担当者などの会計測定者は，これらの「資金の流
れ」を，〈資金の調達源泉から見た「資金の流れ」〉と〈資金の運用形態から
見た「資金の流れ」〉の2側面に分けて認識・測定していく，と述べている
（図表7参照）。負債，資本，そして収益・費用は，前者の資金の源泉面か
ら見た資金の流れと関連するものである。資産は，後者の資金の形態面から
見た資金の流れと関連するものである。
では，2重分類的複式の様式による認識・測定とはどのようなものかにつ
き，幾つかの取引例をあげながら考察をすすめていきたい。
ア．現金100円を借り入れた。
現実世界の企業の支配下に，現金100円という具体的な経済財（紙幣やコ
インなど）が流入する。会計測定者は，この経済財の流れを現金という資金
の運用形態から見た「資金の流入」として認識する。同時に，借入金（負債）
という資金の調達源泉から見た「資金の流入」としても認識する。よって，
以下のような複式の勘定記録が作成される。
イ．商品100円を売上げ，現金を受け取った。
会計測定者は，現金（資産）という資金の運用形態から見た「資金の流入」
と認識する。同時に，売上（収益）という資金の調達源泉から見た「資金の
流入」としても認識する。よって，以下のような複式の勘定記録が作成され
る。
以上のように，杉本氏が主張される2重分類複式による認識・測定のシス
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テムとは，現実世界で生じた企業の取引事象を，2側面の「資金の流れ」と
して認識・測定して，複式の勘定記録ないし決算財務諸表に記入するシステ
ムである。
3．2 『中小企業簿記要領』の特色と問題点
――コミュニケーション理論を手がかりとして――
既述のごとく，本稿は，会計基準の設定ないし規範理論の展開において重
視されるべき，わが国の中小企業の特性と問題点とは何かについて，企業会
計を一種のコミュニケーション・システムと位置づける視点から考察をする
ことを課題としていた。本節では，この点について，1940年代以降に公表さ
れた，『中小企業簿記要領』および同要領で示された記帳システムを考察対
象として考察をすすめていきたい。
ａ．コミュニケーション・システムとしての会計基準設定システム
――中小企業の特性を中心として――
本項では，はじめに，コミュニケーション・システムとしての会計基準設
定ステム（前項のｂ．の図表6参照）の「指示対象」とはどのようなものか，
について考察したい。前章で記したように，河﨑氏は，2つの中小企業の会
計基準を設定する際に，「わが国の中小企業の特性」を視野に入れることの
重要性を強調されていた。そして，上野氏は，条件付規範理論を構築する際
に，「実証理論」の方法の支援を受けて行わなければならないことを指摘さ
れていた。これらの「わが国の中小企業の特性」ないし「実証理論」とは何
かについて，コミュニケーション理論を手がかりとして考察してきたい。
本稿の1でも指摘したように，『中小企業会計指針』と『中小企業会計要
領』が設定されるまでは，中小企業を規制する会計基準はなかった。ただし，
1949年に公表された『中小企業簿記要領』は，『企業会計原則』にある記帳
に関する会計原則を示していた。この要領およびこれと関連するいくつかの
規範が，近年にいたるまで，中小企業を規制する会計規範として機能してき
たのである。
このような規範としては，1949年に制定された『所得税法の臨時特例等に
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関する法律』や1949年の大蔵省令百五号，いわゆる「青色申告のための記帳
における簿記の原則並びに帳簿基準」（大蔵財務協会編［1950］，推薦のこと
ば1頁）がある。これらの制定と歩調をあわせるように，国税庁でも，所得
税法における簡易帳簿制度を確立させた。これらの税法独自の中小企業の記
帳システムは，シャウプ勧告における簡易化した記帳制度である。
これらの歩みから理解されるように，わが国では，近年に中小企業に関す
る会計基準が設定されるまでは，中小企業では，1940年代以降に設定された
会計規範にしたがった会計実務が遂行されてきたのである。そして，1940年
代以前には，体系的で統一された記帳システムは存在しなかったといえるの
である。このことは，極めて重要である。
これらのことを視野に入れるならば，わが国では，新たな中小企業の会計
基準を設定していく際に重視すべき「わが国の中小企業の特性」ないし企業
会計システムの状況を，「記述的」ないし「実証的」に述べるならば，〈中小
企業では『中小企業簿記要領』およびこれと関連するいくつかの会計規範に
したがい会計実務と記帳がなされていた〉状況であったといえる。わが国で
は，中小企業のなかで独自に芽生え会計慣習として発達し，会計慣習となっ
た会計実務ないし記帳システムは存在しなかった。ただ，1940年代以降に制
定されたさまざまな会計規範にしたがった会計実務のみが存在していた状況
であった。この状況は，本稿の考察のおいて，極めて重要な要素である。
コミュニケーション・システムとしての会計基準設定システムの担い手で
ある〈会計基準設定主体〉は，わが国の新たな中小企業の会計基準を設定し
ていく際には，さまざまな利害関係者の要請を考慮しながらも，『中小企業
簿記要領』およびこれと関連するいくつかの会計規範をたたき台として，そ
れらを改廃することにより基準を設定していった。このことは，「わが国の
中小企業の特性」を記述的ないし実証的に分析するためには（特に，企業会
計システムとの関連で），1940年代以降に制定された，『中小企業簿記要領』
およびこれと関連するいくつかの会計規範の特性，およびこれらの会計規範
に示された記帳システムを分析すればよい，という結論に導くであろう。以
下，まずもって『中小企業簿記要領』で示された記帳システムに光をあてな
がら考察をすすめていきたい。
中小企業会計基準の設定方法と認識測定の様式⑵
―59―
ｂ．「月末収支総括表」における「2重分類的複式」の認識・測定と記帳シ
ステムの特徴
『中小企業簿記要領』で示された記帳システム――特に，その認識・測定
の方法――の特色と問題点を，前項のａ．とｃ．でえられた分析視角の2重分
類的複式による認識・測定をもって考察していきたい。まずもって，同要領
で示された，伝票から各種帳簿に記入する方法に光をあててみたい。
同要領では，現金出納帳は，入金および出金欄に「相手科目を記入する特
別欄」を設けて入金および出金の内容が分かるようになっている。また，現
金取引をした場合は，現金出納帳に記入し，同時に相手勘定科目の帳簿にも
記入する。掛売上をした場合は，売上帳と売掛帳に記入することになってい
る。現金で売掛金を回収した時は，現金出納帳に記入するとともに売掛帳の
収金欄にも記入する。
これらから明らかなように，『中小企業簿記要領』の記帳システムにおい
ては，2重分類的複式の様式による認識・測定の方法がとられていることが
理解される。
具体的な例示をもち，このような認識・測定の方法を明確にすると共に，
1940年代以降に定められたさまざまな記帳システムにみられる認識・測定の
方法との比較分析については，次項において分析をすすめていきたい。
『中小企業簿記要領』で示された記帳システムでは，現金出納帳や売掛帳
などの帳簿から「毎月末」に「月末収支総括表」が作成される。この月末収
支総括表の起源は，図表8で示す，太田哲三氏が発表した太田哲三［1935］
（「簡易商店簿記試案」『会計』森山書店第37巻第3号，301頁）である。
「年末」ないし「年度末」の処理としては，商品等の棚卸，債権の評価，
経費の未払いと前払いの整理を行い，損益計算書と貸借対照表が作成される。
これは，仕訳帳と総勘定元帳を作成しないだけで，複式簿記の一形態（13）とみ
なしうる。
次に，この総括表を起源とする『中小企業簿記要領』で示された「月末収
支総括表」に光をあててみたい。同表の仕組みとして，「現金収支をともな
う取引に関するかぎり，現金出納帳を中心的総括的な帳簿とし関係帳簿が仕
入とか売上とかの取引の種類別にならんで記載されているわけである。そこ
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で月末収支総括表には現金収支を中心として関係各帳簿の月計数字を記載し，
その合計と現金出納帳の総収入金，総支出金とを照合するならば，複式簿記
における貸借平均の原理と同じ性質の原理が作用するのであって貸借の平均
図表8 総 括 表
（出所：太田哲三［1935］，17頁より）
図表9 仮の数字で示された月末収支総括表
（出所：経済安定本部［1950］，84頁より）
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からみちびきだされた試算表の理が月末収支總括表にもあてはまる」（経済
安定本部編［1950］，83‐84頁）ことが指摘される。この仕組みを明確に示す
ために，以下に「仮の数値を入れ」，かつ「簡略化して」作成した「月末収
支総括表」を，図9として掲げている。
『中小企業簿記要領』では，左の支出欄に関係する各帳簿と，右側の収入欄
に関係する各帳簿を示しながら，図10のような「月末収支総括表」を示して
いる。
図表8から図表10での図表および経済安定本部の1950年の見解からも明ら
かなように，『中小企業簿記要領』の記帳システムにおいては，複式簿記と
ほぼ同様の記帳システムによって行われていることが理解される。そして，
この記帳システムで用いられる現金出納帳や売掛帳などの帳簿の構造にまで
光をあてるならば，それぞれの2重分類的複式の様式による認識・測定の方
法がとられていることが理解される。
ところで，岩田巌氏は『利潤計算原理』（岩田［1987］31‐36頁）において，
左側を支出，右側を収入とした「収支計算表」を示している。これは，若干
図表10 月末収支総括表記帳連絡図
（出所：経済安定本部［1950］，86‐87頁より）
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の資金を投じて一定期間小規模の金融業を営み，期末に現金収支の記録を分
類整理したもので，そこから損益計算書と貸借対照表が作成され，収支計算
書の貸借が等しければ，利潤も一致する（岩田［1987］，31‐36頁）として説
明している。太田氏が月末収支総括表と言っている構造と類似しているもの
を岩田氏は収支計算表と述べている。月末収支総括表は，中小企業が現金取
引中心であるため，資金収支計算書の構成を成していると考えられる。
本項で光をあてた図表8から図表10までの月末の収支総括表には，さらに
下記のような注目すべき特長があると思考される。すなわち，いずれの総括
表も，上段部分の赤色で示した部分で，損益計算書における営業利益が売上
高と売上原価の差額として示されている。下段は，現金収支差額が記入され
ている。そして，貸借の均衡が示され締め切られている。
この構造を見るならば，月末の収支総括表は，損益計算書と間接法による
キャシュ・フロー計算書が合体したオリジナリティあふれるものであり，毎
月の利益数値の算定と共に，営業利益と純キャッシュの比較分析をおこない，
経営に役立てようとしていたことが理解されるのである。
3．3 『税法』の記帳システムによる「2重分類的複式」の認識・測定と記
帳の特色と問題点
前項では，『中小企業簿記要領』で示された記帳システム――特に，その
認識・測定の方法――の特色と問題点を，企業会計を一種のコミュニケー
ション・システムとみなす視点から分析をすすめてきた。同要領では，現金
出納帳は，入金および出金欄に「相手科目を記入する特別欄」を設けて入金
および出金の内容が分かるようになっている。したがって，現金で売掛金を
回収した時は，現金出納帳に記入するとともに売掛帳の収金欄にも記入する。
このように，同要領の記帳システムにおいては，2重分類的複式の様式によ
る認識・測定の方法がとられていた。
さらに，『中小企業簿記要領』で示された月末の収支総括表の構造に光を
あてるならば，「現金収支を中心として関係各帳簿の月計数字を記載し，そ
の合計と現金出納帳の総収入金，総支出金とを照合するならば，複式簿記に
おける貸借平均の原理と同じ性質の作用するのであって貸借の平均からみち
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びきだされた試算表の理が月末収支総括表にもあてはまる」（経済安定本部
編［1950］，83‐84頁）ことが指摘された。
本節では，1940年代に定められた『税法』の中小企業の会計規範の記帳シ
ステムの認識・測定の方法を明確にしていくために，まずもっていくつかの
具体的な取引の例示を示し，これらの記帳システムにおいてどのような記帳
がなされるかを示しつつ，これらの特色と問題点を明らかにしていきたい。
ａ．取引の例示
――「2重分類的複式」の認識・測定と記録について――
本項の考察をすすめていくために，下記のような取引の例示を仮定したい。
ア．商品を売上げ，現金収入をえる（3分法で処理）。
企業の支配下には，現金という具体的な経済財の一方向の流入が生ずる。
会計測定者は，この流れを自らの脳裏に〈現金という資金形態からみた「資
金の流入」の生起〉と，〈売上という資金源泉からみた「資金の流入」の生
起〉という思考内容を形成する。
一般的な複式簿記の機構では，これらの思考内容を，〈現金（資産）勘定
の借方〉と〈売上（収益）勘定の貸方〉に記入し，複式の勘定記録を作成す
る。
イ．売掛金を現金にて回収する。
企業の支配下には，現金という具体的な経済財が流入すると共に，売掛金
も減少する。この取引は，現金と売掛金の交換取引である。会計測定者は，
この流れを自らの脳裏に〈現金という資金形態からみた「資金の流入」の生
起〉と，〈売掛金という資金形態からみた「資金の流出」の生起〉という思
考内容を形成する。
一般的な複式簿記の機構では，これらの思考内容は，〈現金（資産）勘定
の借方〉と〈売掛金（資産）勘定の貸方〉に記入し，複式の勘定記録を作成
する。
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ウ．経費を現金で支払う。
企業の支配下から，現金という具体的な経済財の一方向の流出が生ずる。
会計測定者は，この流れを自らの脳裏に〈現金という資金形態からみた「資
金の流出」の生起〉と，〈経費という資金源泉からみた「資金の流出」の生
起〉という思考内容を形成する。
一般的な複式簿記の機構では，これらの思考内容を，〈現金（資産）勘定
の貸方〉と〈経費（費用）勘定の借方〉に記入し，複式の勘定記録を作成す
る。
エ．買掛金を現金にて支払う。
企業の支配下から，現金という具体的な経済財が流出すると共に，買掛金
も減少する。会計測定者は，この流れを自らの脳裏に〈現金という資金形態
からみた「資金の流出」の生起〉と，〈買掛金という資金源泉からみた「資
金の流出」の生起〉という思考内容を形成する。
一般的な複式簿記の機構では，これらの思考内容を，〈現金（資産）勘定
の貸方〉と〈買掛金（負債）勘定の借方〉に記入し，複式の勘定記録を作成
する。
オ．現金を当座預金に預け入れる。
企業の支配下から，現金という具体的な経済財が流出すると共に，銀行に
当座預金が積み立てられる。この取引は，現金と当座預金の交換取引である。
会計測定者は，この流れを自らの脳裏に〈現金という資金形態からみた「資
金の流出」の生起〉と，〈当座預金という資金形態からみた「資金の流入」
の生起〉という思考内容を形成する。
一般的な複式簿記の機構では，これらの思考内容は，〈現金（資産）勘定
の貸方〉と〈当座預金（資産）勘定の借方〉に記入し，複式の勘定記録を作
成する。
以下，これらの取引例がどのように記録されるかを考察することにより，
1940年代に定められた税法などの中小企業の会計規範である記帳システムの
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認識・測定の方法を明確にしていきたい。
ｂ．『税法』における記帳システムの変化と簿記の複雑化
税法上の帳簿組織は，『中小企業簿記要領』が公表された翌日，青色申告
の前提となる帳簿制度についての国税庁通達（1949年12月28日）によって示
されることになった。
その第一（個入及び法人に共通する事項〉12に「複式簿記が正規の簿記であ
ることは，いうまでもないが，日々の継続記録の結果に，商品等のたな卸そ
の他若干の決算整理を行うことによって貸借対照表及び損益計算書を作成で
きる程度の組織的な簿記」を正規の簿記として扱うものとした。したがって，
複式簿記の用語それ自体が困難であろうとのことから，『中小企業簿記要領』
を「正規の簿記」として国税庁が示したものとも考えられる。
しかし，平井敬一郎氏が1952年12月に国税庁長官となり，記帳要件を大幅
に緩和して，簡易簿記を採用した。1953年5月6日国税庁告示第4号「簡易
簿記による青色申告者のよるべき簿記の方法及び記載事項」は，帳簿の記録
についての内容と損益計算書の作成が規定されている。その内容は現金の出
納に関する事項，売掛金に関する事項，買掛金に関する事項，固定資産に関
する事項，売上に関する事項，雑収入等売上以外に関する事項，仕入に関す
る事項，仕入以外の経費に関する事項の8項目の記載事項を説明している。
「損益計算書が作成できる程度の単式簿記といえる。これに資産負債調の提
出に応ずるため，必要に応じて預金出納帳，手形記入帳，債権債務記入帳を
追加することがある」（播［1985］，57頁）。
これは，標準簡易帳簿といわれる現金出納帳，売掛帳，買掛帳，経費帳お
よび固定資産台帳から損益計算書が作成されるものである。また，標準簡易
帳簿に債権債務等記入帳を作成して貸借対照表と損益計算書が作成されるも
のもある（14）。
以上のように，戦後の中小企業は，第一次シャウプ勧告にも述べられてい
るとおり，記帳しない企業が多かった。そのため，戦後は，中小企業の会計
基準というよりも，記帳に関する税制および『中小企業簿記要領』によって
企業が帳簿に記入させるための普及にあった。しかし，国税庁の簡易帳簿制
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度の導入によって，複式簿記から単式簿記といわれる収支計算に移行したこ
とで簿記の複雑化が顕著となった。
ｃ．税法上の簡易帳簿制度における認識・測定と記帳方法の特色と問題点
税法上の帳簿組織である戦後の簡易帳簿制度は，標準簡易帳簿と言われる
現金出納帳，売掛帳，買掛帳，経費帳および固定資産台帳という5帳簿をも
とに収支計算書が作成される（図表11参照）。現金，売掛金，買掛金，固定
資産という貸借対照表項目の増減に関する項目は，記録される。しかし，そ
れ以外の項目は，記録されない。したがって，すべての取引は2重に記録さ
れることはない。
では，標準簡易帳簿では，どのような認識・測定の方法がなされているの
であろうか。以下，本項のａ．で示した取引が，このシステムではどのよう
に記帳されるかについて考察をすすめていきたい。
ア．商品を売上げ，現金収入をえる（3分法で処理）。
現金売上は，現金出納帳の入金欄の特殊欄として現金売上欄があり，この
現金売上欄に記入する。要するに，現金出納帳というひとつの帳簿の，現金
図表11 標準簡易帳簿
（出所：濱沖・新野・谷崎・鶴見［2008］，77頁より）
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入金欄と現金売上欄で認識される。すなわち，会計測定者は，この流れを，
自らの脳裏に〈現金という資金形態からみた「資金の流入」の生起〉と，〈売
上という資金源泉からみた「資金の流入」の生起〉という思考内容を形成す
る。その後に，現金出納帳という単一の帳簿上のみで複式の記録が作成され
る。
イ．売掛金を現金にて回収する。
現金が入金されるので現金出納帳の入金欄に記入すると共に，売掛金の回
収額は売掛帳の受入欄に記入される。会計測定者は，この流れを，自らの脳
裏に〈現金という資金形態からみた「資金の流入」の生起〉と，〈売掛金と
いう資金形態からみた「資金の流出」の生起〉という思考内容を形成する。
その後に，現金出納帳の入金欄と売掛帳の受入欄において，複式の記録が作
成される。
ウ．経費を現金で支払う。
経費帳は勘定科目ごとに記入されるため，発生した経費は該当項目の経費
帳に記入されると共に，現金出納帳の出金欄にも記入される。会計測定者は，
この流れを，自らの脳裏に〈現金という資金形態からみた「資金の流出」の
生起〉と，〈経費という資金源泉からみた「資金の流出」の生起〉という思
考内容を形成する。その後に，経費帳に記入されると共に，現金出納帳の出
金欄において，複式の記録が作成される。
エ．買掛金を現金にて支払う。
買掛金の支払いは，買掛帳の支払金額欄に記入するとともに現金出納帳の
出金欄に記入する。会計測定者は，この流れを思考化・抽象化して，自らの
脳裏に〈現金という資金形態からみた「資金の流出」の生起〉と，〈買掛金
という資金源泉からみた「資金の流出」の生起〉という思考内容を形成する。
その後に，買掛帳の支払欄と現金出納帳の出金欄において，複式の記録が作
成される。
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標準簡易帳簿
（決算整理後の現金、
売掛金、買掛金など
の期末残高）
上記以外の資産・負
債の各勘定科目の期
末残高を確認できる
書類（棚卸表など）
資産負債明細書 貸借対照表
図表12 標準簡易帳簿にプラスして貸借対照表を作成する場合
（出所：国税庁［2004］，2頁より）
オ．現金を当座預金に預け入れる。
この取引は，現金出納帳の出金欄に記入されるだけで，預金に関する項目
が記録されない。この取引は，現金と当座預金の交換取引である。会計測定
者は，この流れを思考化・抽象化して，自らの脳裏に〈現金という資金形態
からみた「資金の流出」の生起〉と，〈当座預金という資金形態からみた「資
金の流入」の生起〉という思考内容を形成する。その後に，この取引は，現
金出納帳の出金欄にのみ記入される。
このように，標準簡易帳簿による場合は，5帳簿制が用いられるために，
すべての取引は2重分類複式の様式で認識・測定されるが，複式の記録が作
成されるとは限らない。
（上記の）図表12の標準簡易帳簿にプラスして貸借対照表を作成する場合
も上記と同じで，全ての取引が2重分類複式の様式で認識・測定されるが，
複式に記録されるとは限らない。このために，この帳簿制では，期末に棚卸
表が作成され，同表を基礎として貸借対照表（資産負債調）が作成される。
（下記の）図表13の標準簡易帳簿と債権債務等記入帳を組み合わせた記帳
システムは，「正規の簿記の原則」に従った記帳システムとしている。この
記帳システムは，標準簡易帳簿で取引として記録されなかった取引を債権債
務等記入帳に記録することにより，すべての取引が2重分類的複式の様式で
認識・測定がなされ，さらに複式記録がなされる。
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この記帳システムでは，すべての取引が2重分類複式の様式で認識され，
複式の記録が作成される。この記帳システムでは，日々のすべての取引を2
重に記録することになっているため，標準簡易帳簿で不完全であった現金の
図表13 標準簡易帳簿と債権債務等記入帳を組み合わせた記帳システム
（出所：国税庁［2013］，5頁より）
図表14 貸借対照表が作成できる青色帳簿システム
（出所：濱沖・新野・谷崎・鶴見［2008］，78頁より）
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預金預入による複式の記録が可能となる。すなわち，預金については，預金
出納帳という債権債務記入帳の預入欄に記入されると共に現金出納帳の出金
欄に記入される。このように，標準簡易帳簿と債権債務等記入帳を組み合わ
せた記帳システムは，2重分類複式の様式によって認識・測定がなされ，複
式の記録がなされている。
（上記の）図表14の貸借対照表が作成できる青色帳簿システムは，青色申
告会が小規模企業向けに作成した2冊の帳簿にまとめられている。内容は，
図13と同様で国税庁が公表しているものと同様であり，2重に分類され記録
されており，取引の実情に合わせた帳簿の量になっている。これは，標準簡
易帳簿と債権債務等記入帳を組み合わせた記帳システムを小規模企業向けに
考案されたものである。よって，2重分類複式の様式によって認識・測定が
なされ，複式の記録がなされている。
以上見てきたとおり，収支計算書を作成する標準簡易帳簿や標準簡易帳簿
と棚卸表を作成して貸借対照表（資産負債調）を作成するものは，取引が2
重分類複式の様式で認識・測定されるが，複式の記録が作成されるとは限ら
ない。しかし，標準簡易帳簿と債権債務等記入帳を組み合わせた記帳システ
ムは，全ての取引を2重分類複式の様式によって認識・測定され，複式の記
録がなされている。
ｄ．継続的な記録による財務諸表の作成
――誘導法的アプローチの形成ないし芽生え――
税法上の帳簿組織である標準簡易帳簿は，5つの帳簿から収支計算書を作
成するものがある。現金出納帳は，いわゆる収支簿（収支計算書）である。
売掛帳は，掛売金額と掛代金の回収額および残高が記録されるものである。
買掛帳は掛仕入金額と掛代金の支払額および残高が記録されている。固定資
産台帳は，固定資産の種類，購入金額，減価償却額，廃棄または売却額等が
記載される。経費帳は科目ごとに日付，内容，金額を記録するものである。
以上，標準簡易帳簿は，主要な項目と収支に必要な項目のみが中心となって
おり，全体像をあらわす記帳になっていない。財産目録的な棚卸表を作成し
て貸借対照表（資産負債調）を作成する方法でも同様，すべての取引が全体
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像を表していない。しかしここで重要なのは，継続記録による損益計算がな
されていることである。
『中小企業簿記要領』は，債権債務等記入帳の作成により，すべての取引
を補助簿に記入して，決算財務諸表が作成されている。誘導法は，継続企業
を前提として，すべての取引を会計帳簿である仕訳帳，元帳に記録・転記し
て決算財務諸表が作成されるプロセスである。よって，誘導法的なアプロー
チで作成されたものになっている。
税法による帳簿組織として「正規の簿記の原則」としてあげられている標
準簡易帳簿と債権債務等記入帳から作成される帳簿組織は，すべての取引が
日々の継続的に記帳できる補助簿や債権債務記入帳に記録し，「正規の簿記
の原則」に従った記帳であるから，継続的な記録を基礎として財務諸表を作
成する方法によっている，といえる。
以上，近年の税法上の青色申告特典をうける帳簿組織は，2重分類的複式
の様式により認識・測定がなされて，複式の記録がなされている。そして，
財務諸表は，継続的な記録を基礎として作成される帳簿組織に基づいて作成
される。
3．4 中小企業における記帳システムの検証
中小企業の会計規範の特色と問題点をコミュニケーション・システム論と
いう視点から考察をした。コミュニケーション・システム論においては，杉
本氏の記号論や木戸田氏の会計基準設定システム論に基づいて考察した。ま
た，杉本氏の2重分類的複式の認識・測定方法を手がかりに『中小企業簿記
要領』を考察した。
中小企業における会計測定者と会計情報利用者との関係から，会計情報利
用者が限定的であるため，会計測定者の視点にたった会計規範（中小企業会
計基準）が望ましいであろう。特に中小企業の会計については記帳の重要性
を説く必要がある。中小企業の実態として，経理担当者が少なく，決算書ま
で作成している中小企業が少ない。そのため，中小企業の会計基準は，記帳
を重視するためには会計測定者の視点にたったものでなければならない。こ
の点が基礎的前提として策定されなければならないであろう。
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戦後の『中小企業簿記要領』は，会計基準設定システムの設定主体が会計
学者によって考案されたものであることが明らかとなった。上野氏の「条件
付規範理論」による目的主体が理論家であると述べられているが，『中小企
業簿記要領』は会計学者という理論家によって考案されている。2重分類的
複式の認識・測定については，『中小企業簿記要領』の「月末収支総括表」
は，明らかに2重分類的複式の様式による認識・測定がなされ，複式の勘定
記録がとられていることが判明した。さらに，この「月末収支総括表」は，
損益計算書とキャッシュフロー計算書を兼ね備えた総合仕訳として考案され，
経営に役立てようとしていたと思われる。
次に戦後の国税庁が考案した記帳システムを2重分類的複式の様式による
認識・測定の方法を考察した。税法上の記帳システムを2重分類的複式によ
る認識・測定の方法を用いて，5つの取引の例示を示し，考察した。これに
よる例示を税法上の標準簡易帳簿制度に適用すると，2重分類的複式による
認識・測定が行われていることが理解された。しかし，一部の取引について，
2重分類的複式による認識・測定されているが，複式に記録されていないも
のがあった。標準簡易帳簿にプラスして貸借対照表を作成する場合も上記と
同じで，すべての取引を2重分類的複式による認識・測定がなされ，複式に
記録されているわけではない。これらの原因は，すべての取引を記録する帳
簿が存在しないため，複式に記録されていない。
標準簡易帳簿と債権債務記入帳を組み合わせた記帳システムは，2重分類
的複式による認識・測定がなされ，複式に記録されていたことが明らかと
なった。さらに，青色申告会が考案した小規模企業向けの青色申告帳簿は，
すべての取引が2重分類的複式による認識・測定がなされ，複式に記録され
ている。『中小企業簿記要領』が公表された翌日の国税庁通達によって，「正
規の簿記」とはなにかを示された。しかし，簡易帳簿制度によって日々の取
引を継続記録するが貸借対照表と損益計算書が作成できるという「正規の簿
記」によらない記帳システムが形成された。
標準簡易帳簿と債権債務記入帳を組み合わせた記帳システムは，日々の取
引を補助簿に継続的に複式記録され，貸借対照表と損益計算書が作成される
ものである。これは，「正規の簿記」による記帳システムであり，『中小企業
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簿記要領』を元に考案されたものである。したがって，近年の財務諸表が作
成される青色申告の特典をうける税法上の記帳システムは，すべての取引を
2重分類的複式による認識・測定され，複式によって記録される記帳システ
ムによることが明らかとなった。
4 おわりに
本稿は，『中小企業会計要領』，『中小企業会計指針』および『中小企業簿
記要領』ならびに税法上の帳簿組織を考察対象として，上野氏が提示された
会計理論の統合の「条件付規範理論」をもとに中小企業会計基準の特色と問
題点を考察し，中小企業の会計規範や会計記録の特色を明らかにすることで
あった。
会計理論の統合という視点から考察したとき，会計基準における取引概念
の拡大によって概念フレームワークの形成が必要になり，『企業会計原則』
では，カバーできなくなったため，会計基準が必要となり，新たな会計基準
が公表されるにいたった。そして，中小企業向けの会計基準として『中小企
業会計指針』や『中小企業会計要領』が公表された。
上野氏の「会計理論の統合」という視点から見るならば，『中小企業会計
指針』と『中小企業会計要領』の目的は，ほぼ同じであり，スタートライン
も，共通している。すなわち，『中小企業会計指針』と『中小企業会計要領』
は，大企業向け（中心）の会計基準や会計原則をスタートラインとして，現
代の中小企業の企業会計に適合するほぼ同一の会計目的を措定して，「条件
付規範理論」を展開し，会計基準の体系を構築したものである。これら2つ
の会計基準の差異は，1940年代以降に設定された会計基準にスタートライン
をおくか，1970年代に設定された会計基準にスタートラインをおくかどうか
の違いであった。
さらに，『中小企業会計指針』と『中小企業会計要領』の具体的な内容に
目を向けるならば，『会社計算規則』という共通の法令に基づいている。こ
れらの共通性は，「取得原価をベースとする多次元評価システム」と，「貸借
対照表と損益計算書の有機的連関を重視する会計構造観」の2つに集約でき
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る。これらこそ，『中小企業会計要領』と『中小企業会計指針』の特色と理
解することができる。
次に中小企業の会計規範の特色と問題点をコミュニケーション・システム
論という視点から考察をした。上野氏の「条件付規範理論」による目的主体
が理論家であると述べられているが，『中小企業簿記要領』は会計学者とい
う理論家によって考案されたものである。2重分類的複式の認識・測定方法
については，『中小企業簿記要領』は，明らかに2重分類的複式の様式によ
る認識・測定がなされ，複式の勘定記録がなされている。さらに，この「月
末収支総括表」は，損益計算書とキャッシュフロー計算書を兼ね備えた総合
仕訳として，経営に役立てようとしていた。
国税庁が考案した記帳システムは，2重分類的複式による認識・測定がな
されているが複式の勘定記録が行われていないものがあった。特に標準簡易
帳簿による収支計算書や標準簡易帳簿にプラスして貸借對照表を作成する方
法は，2重分類的複式による認識・測定がなされているがすべての取引を複
式による記録がなされていない。しかし，標準簡易帳簿に債権債務記入帳を
組み合わせた記帳システムは，『中小企業簿記要領』と同様，2重分類的複
式の様式による認識・測定がなされ，複式に勘定記録がなされている。よっ
て，近年の税法上青色申告の特典を受ける記帳システムは，2重分類的複式
の様式による認識・測定がなされ，複式に勘定記録がなされて財務諸表が作
成されている。
以上，中小企業の会計基準は，取得原価をベースとする多次元評価システ
ムおよび貸借対照表と損益計算書の有機的連関を重視する会計構造観が根底
にある。そこには，2重分類的複式の様式による認識・測定が行われ，複式
の勘定記録による会計記録が存在する。中小企業会計基準は，会計測定者の
視点にたったものにする必要があり，記帳の重要性を付す必要があると考え
ている。また，戦後の『中小企業簿記要領』によって，正規の簿記と称した
複式簿記が「月末收支総括表方式」および「日計表方式」という名称によっ
て普及していくことになった。特に「月末收支総括表方式」が総合仕訳とし
て，損益計算書と間接法によるキャシュ・フロー計算書が合体したオリジナ
リティあふれるものであるため，中小企業会計基準を再考するときには，『中
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小企業簿記要領』による会計記録こそ，今必要とされる会計構造観ではなか
ろうか。
注
⑾ コミュニケーション・システム論についての詳細な文献は，杉本［1989］，［1991］，
木戸田［1995］，高橋［2008］があるので参照されたい。
⑿ 2重分類複式とは，「生起した経済事象を，2側面からなる「資金の流れ」として認
識・測定する方法」（木戸田［2002］，13頁）をいう。また，杉本［1991］55‐92頁には，
会計測定の対象と認識・表現方法において2重分類複式が詳細に述べられている。
⒀ 太田［1935］では，月末収支総括表について仕訳と元帳が省略されているが，総合仕
訳であると称している。
⒁ 税法上の帳簿組織の研究は，濱沖［1994］，と濱沖［1997］，に詳細な報告をしている。
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